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受動喫煙による健康影響と 

受動喫煙防止対策の推進について 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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１．はじめに 

受動喫煙による健康影響と受動喫煙防止対策の推進について 
健康影響と国・都の取組みについて 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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平成29年 喫煙習慣者（性・年齢階級別） 

男性 女性 

現在習慣的に喫煙している者の割合は、17.7％であり、男女別にみると男性 29.4％、女性 
7.2％である。この10年間でみると、いずれも有意に減少している。 年齢階級別にみると、
30～40歳代男性では他の年代よりもその割合が高く、約4割が習慣的に喫煙している。  

成人喫煙率（厚生労働省国民健康栄養調査） 
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COPD ：慢性閉塞性肺疾患 
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https://www.youtube.com/watch?v=KjKqebNnDTM https://www.youtube.com/watch?v=ZIA0uhzNFTw 

市川労働衛生コンサルタント事務所 

没年月日 (2018-07-02)  
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2018.1.30 厚労省公表 

加熱式たばこ 
について 
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２．１ 職場の受動喫煙防止対策の現状 

～ 厚生労働省の統計調査を読み解く ～ 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（１）事業所での対策の実施状況（事業者回答） 
職場の受動喫煙防止対策の実施状況 
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○ 経年変化 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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○ 業種別 

・業種によって、取組み状況に差がある。 
・接客系、土木系の業種と製造業について、対策が遅れている傾向にある。 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（２）職場で受動喫煙を受けている労働者の割合（労働者回答） 

※平成27年調査では、質問文中に補足説明として「職場内の定められた喫煙区域内において、自分が喫煙している時
に他の人のたばこの煙を吸引することを除く」と加えたことから、経年比較には注意を要する。 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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● 受動喫煙が死亡・疾病を引き起こすことは 
科学的証拠により明確に証明されている 

（「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」より）   

・IARC（国際がん研究機関）の発がん性分類 グループ１ 
・日本国内で年間約１万5000人が受動喫煙が原因で死亡と推計 

（平成27年度厚生労働省科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策研究事業
「たばこ対策の健康影響および経済影響の包括的評価に関する研究」） 

● いまだ約30％の労働者が職場で受動喫煙を受けている 

職場の受動喫煙防止対策の推進が必要！ 

２．１ 職場の受動喫煙防止対策の現状 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（１）健康増進法（平成14年法律第103号） 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 

○ 平成15年施行。多数の者が利用する施設の管理者に、受動喫煙防止対策に
努めることを求めている（保護対象は施設利用者） 。 

 
○ 平成22年２月の健康局長通知では、「多数の者が利用する公共的な空間に
ついては、原則として全面禁煙であるべき」と示している。 

【第25条】 
学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施

設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者に
ついて、受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わさ
れることをいう。）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならな
い。  

市川労働衛生コンサルタント事務所 

○ 改正健康増進法では飲食店においては、客室面積100㎡を超える場合、原
則禁煙で、喫煙室を設けた場合、喫煙室での喫煙は認められる。(平成30年
法律第78号)  ※都条例では、飲食店においては従業員がいる場合、原則禁煙 
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（2）労働安全衛生施策 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 

① 快適職場指針（平成４年） 
○ 労働災害防止のための最低基準の遵守だけではなく、快適な職場環境の
形成によって、労働者の安全と健康を確保することが、事業者の努力義
務とされた。 

 

○ 「作業環境を快適な状態に維持管理するための措置」の一つとして、喫
煙対策が位置づけられている。 

② 職場における喫煙対策のためのガイドライン（平成８、15年） 
○ 事業場において、関係者が講ずべき原則的な措置を示したもの 
○ 条約の採択や健康増進法の施行を踏まえ、平成15年に見直し 

（平成８年は事業場内で喫煙することを前提としていたのを、改めた。） 
 

○ 平成27年６月の改正労働安全衛生法施行に伴い廃止 
（必要な部分は、平成27年５月15日の通達に引き継ぎ） 

 

○ 喫煙者と非喫煙者が相互に理解し、組織的に対策を進めることが重要と
の考え方に基づいている。 

③ 労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行（平成27年） 
市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（3）労働安全衛生法に基づく受動喫煙対策 
 ① 実情に応じた措置の努力義務 

事業者は、労働者の受動喫煙※を防止するた
め、当該事業者及び事業場の実情に応じ適切
な措置を講ずるよう努めるものとする    

 
(第68条の2) 

※ 室内またはこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙
を吸わされること 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 
  

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（3）労働安全衛生法に基づく受動喫煙対策 
 ① 実情に応じた措置の努力義務 

「事業者および事業場の実情に応じた措置」 
とは？ 

各事業場で実行可能な対策のうち 
最も効果的なもの！ 

（国がある特定の対策を事業者に求めるものではない） 

事業者が下記２点について努力（衛生委員会で調査・審議） 

① 各事業場の現状や課題について把握・分析 
② ①を踏まえ実行可能な対策の検討 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（3）労働安全衛生法に基づく受動喫煙対策 
 ① 実情に応じた措置の努力義務 

「事業場の現状」とは？ 

○ 特に配慮すべき労働者の有無 
妊婦、呼吸器・循環器疾患の患者さん、未成年者･･･ 

○ 職場の空気環境の測定結果 
○ 事業場の施設の状況 

施設は賃借か？消防法など他法令による制約は？ 
屋外排気装置は設置できる施設構造か？ 

○ 労働者や顧客の理解度 
○ 労働者や顧客の意見・要望 
○ 労働者や顧客の喫煙状況            など･･･ 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 

対策の点検・見直しの時にも、上記の情報を把握しましょう！ 
市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（3）労働安全衛生法に基づく受動喫煙対策  
 ② 国の援助規定 

国は、労働者の健康の保持増進に関する措
置の適切かつ有効な実施を図るため、（中
略）受動喫煙の防止のための設備の設置の
促進、（中略）その他の必要な援助に努め
るものとする    

 
(第71条) 

現在国が実施している支援事業は後ほど紹介 

２．２ 受動喫煙防止に関係する法令・条約 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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 経営幹部、管理者及び労働者の役割 

 安全衛生委員会（衛生委員会） 

 妊婦、未成年者への配慮 

 受動喫煙防止対策を組織的に進める 

 屋外喫煙所の設置（屋内全面禁煙） 

 喫煙室の設置（空間分煙） 

 快適職場の形成 

 測定→評価→改善→確認 

 受動喫煙に関する教育、相談窓口（禁煙支援） 

 浮遊粉じん濃度0.15mg/m3 一酸化炭素10ppm 気流０.2m/s  

職場の受動喫煙防止対策の実施について  

基安発0515 第1号 平成27年5月15日 ガイドライン 通達に 

デジタル粉じん計 
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受動喫煙防止対策の推進について 

・ 受動喫煙防止対策の担当部署の指定  

・ 受動喫煙防止対策の推進計画の策定 

・ 受動喫煙防止に関する教育、指導の実施等 

・ 受動喫煙防止対策に関する周知、掲示等 

基安発0515 第1号 平成27年5月15日 
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ガイドラインの周知  

 安全衛生委員会 

 全面禁煙・空間分煙 

 快適職場の形成 

 分煙の勧め、喫煙に関わる健康教育 

 測定→評価→改善→確認 

 喫煙に関わる相談窓口（禁煙支援） 

 喫煙室設置 

 屋外に排気、におい対策 

 浮遊粉じん濃度0.15mg/m3 一酸化炭素10ppm 気流０.2m/s 

 健康影響 個別相談･指導･助言 

 対策について評価 

 世界禁煙デー、ポスター掲示 
 

岡田結実さん 
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～ 意欲的に取り組む事業者をサポート ～ 

３．現在国が実施している支援事業 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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厚労省リーフレット 

職場の受動喫
煙防止対策 

喫煙室設置財政的支援 

専門家による技術的支援 

デジタル粉じん計無料貸し出し 
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（１）受動喫煙防止対策助成金 

３．現在国が実施している支援事業 

喫煙室作って分煙したいけど、
工事費が高くて、とてもじゃな
いけどできないなあ… 

対策にかかる費用の
1/2（最大100万
円）を国が助成しま
す！ 

対象となる事業主：すべての中小企業事業主 

助成内容： 助成対象経費 助成率 上限額 

工費、設備費、 
機械装置費など 

1/2 100万円 

助成の対象となる措置 
(1) 一定の基準を満たす喫煙室の設置・改修 
 (喫煙室の入口で、喫煙室内に向かう風速が0.2m/s以上) 
 

(2) 一定の基準を満たす屋外喫煙所（閉鎖系）の設置・改修 
 

(3) 一定の基準を満たす換気装置の設置など（宿泊業・飲食店限定） 

 (喫煙区域の粉じん濃度が0.15mg/m
3
以下、または必要換気量が70.3×（席数）m

3
/h以上) 

お問い合わせ・相談は 
事業場のある都道府県労働局 健康安全課（健康課）へ！ 市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（２）技術的な相談窓口・周知啓発の説明会 

３．現在国が実施している支援事業 

喫煙室からたばこの煙が漏れてるけど、どう解決すれば･･･ 
受動喫煙防止対策っていっても何をすれば良いかわからないよ･･･ 

助成金欲しいけど、要件を満たす設計や申請書の書き方がわからん！ 

受動喫煙の健康影響や制度について勉強したいな 
会社で受動喫煙の研修を開催したいんだが、説明者が･･･ 

【支援の内容】 
(1) 専門家による電話相談・実地指導 
 

(2) 受動喫煙防止対策に関する説明会を全国で開催 
 

(3) 企業の研修や団体の会合で出前講座実施 
（専門家を派遣して、ご希望頂いた事項について説明します） 

お問い合わせは（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会まで！
（平成30年度事業委託先） 

【相談ダイヤル】050-3537-0777 

【ホームページ】http://www.jashcon.or.jp/contents/second-hand-smoke 

※お問い合わせの通話料のみ 
ご負担ください。 
 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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（３）空気環境の測定機器の貸出し 

３．現在国が実施している支援事業 

【支援の内容】 
(1) デジタル粉じん計、風速計の貸出し 
 

(2) 専門家が事業場訪問し、測定方法・評価方法を説明 
 

(3) 企業の研修や団体の会合で測定方法の出前講座実施 

お問い合わせは柴田科学株式会社まで！ 
（平成30年度事業委託先） 

【相談ダイヤル】03-3635-5111（FAX:050-3730-9375） 

【ホームページ】https://www.sibata.co.jp/news/news-29044/ 

喫煙室の性能を点検したい･･･ 
今の喫煙可能区域の空気環境はどうなっているんだろう？ 

助成金の事業実績報告で必要な測定をしたい 

測定機器なんてなじみがないから、使い方がわからないよ 

※お問い合わせの通話料のみ 
ご負担ください。 
 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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～ 意欲的に取り組む事業者をサポート ～ 

４．実地指導における事例紹介 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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実地指導で伺った喫煙室  

市川労働衛生コンサルタント事務所 

デジタル粉じん計による測定  出入り口における風速測定  喫煙室から廊下側への気流  

喫煙室内の健康影響表示  

庇の下に設けられた喫煙場所  

パーテーションで囲れた喫煙室  

喫煙室の実態を把握する  
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実地指導で伺った喫煙ゴルフ練習場室 

市川労働衛生コンサルタント事務所 

喫煙室の入口で、喫煙室内に向かう風速が0.2m/s以上 



動画 
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喫煙室の入口で、喫煙室内に向かう風速が0.2m/s以上 
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動画 
喫煙室の入口ドアー開放が20㎝程であれば風速0.2m/s以上が確保できる 
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換気扇 

空気清浄機 

換気扇排気口 

助成金によって設置された喫煙室 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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実地指導に伺った喫煙室 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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良好な喫煙室について 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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意欲的に取り組む事業者をサポート 

５．禁煙支援について 

市川労働衛生コンサルタント事務所 
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喫煙サポート外来について 

禁煙は、自分一人ではなかなか達成できません。病院のサポートを受けながら、禁煙を続

けてみませんか？ 

禁煙外来は、総合病院のほか、内科や循環器科、婦人科、外科、心療内科、耳鼻咽喉科な

ど、さまざまな診療科で行っています。 

禁煙外来では、医師が、あなたの喫煙歴をきちんと把握した上で、禁煙補助薬の処方、治

療の経過を見守ってくれることです。禁煙中の症状（離脱症状）が起こっても、診察で相

談できるので、うまく続けていくことができます。 

また、条件を満たせば、健康保険等を使って禁煙治療ができます。 

医師があなたの禁煙をサポートします 
https://sugu-kinen.jp/treatment/about/ 
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喫煙サポート外来について 
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喫煙サポート外来について 
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喫煙サポート外来について 

※東京都福祉保健局ホームページで公表されている保険適用で禁煙治療が受けられる医療機関の一部（全1869機関） 

ニコチン依存症治療に保険が適用される医療機関一覧（平成30年7月1日現在）エクセル形式（Excel:186KB） 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/kitsuen/kinen_sapo/nico25.files/nico300701.xlsx
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ご静聴ありがとうございました 

佐倉市チューリップ祭り 

市川労働衛生コンサルタント事務所 


